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「海の論考」

 
海洋教育を学校の取組から、学校を支える教育インフラへ 
公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所 主任 小熊幸子 
 
 

1． 海洋教育は「導入」から「定着」へ 

日本では、海洋基本法 1および海洋基本計画 2において、国民の海洋に対する理解促進を目的とした海洋教育
の重要性が記され、学校現場でも地域の海を題材とした多様な実践が蓄積されてきた。2016 年より日本財団・笹
川平和財団海洋政策研究所（・東京大学大学院教育学研究科附属海洋教育センター：2022 年度まで）が
共催する海洋教育パイオニアスクールプログラム（以下 PSP）3では、全国の幼・保育園、小学校、中学校、高等
学校、高等専門学校（第 3 学年まで）を対象に、海の学びの取組を支援してきた。助成校数は 2026 年 4 月時
点で 630 校（のべ 1,691 校）、助成人数はのべ約 21 万人に達する 4。学校からの成果報告書には、海を題材
とした実践に、地域の身近な人々をはじめ漁協や役場、水族館・博物館、NPO、大学等研究機関と、様々な地域
主体が学校の学びに関わっていたことが確認されている 5。 

PSP の取組状況により、海洋教育の導入可能性が示された一方で、学校内に海洋教育を持続的に定着させる
ことは別の課題だということが明らかになった。海洋教育は、海洋科学、水産業、海運、地域文化、環境保全、防災、
マリンスポーツなど、多様な専門性と地域資源を必要とする。担当教員や管理職の熱意で始まったものの、異動、校
内体制の変更、授業準備の負担、専門知識の不足、外部人材との調整などの影響が、度々報告されてきた。今後
は、学校に海洋教育を導入すると同時に、学校が海洋教育を継続的に実施できるよう、支援基盤を構築する政策
が必要と考えられる。 

本稿では、次期学習指導要領における探究的な学びの方向性と海洋教育を接続し、地域の専門団体等や企
業・研究機関をネットワーク化することで学校外の教育インフラに位置付けることを提案する。 
 
2． 次期学習指導要領における「探究」と海洋 

現在 (2026 年 9 月時点) 進行中の次期学習指導要領の検討では、探究的な学びをどのように質的に充実さ
せるかを中心に議論が進められている。例えば教育課程部会 生活、総合的な学習・探究の時間ワーキンググループ
では、児童生徒の好奇心に基づく探究、カリキュラム設計の工夫、教職員の学びの機会、学校現場の負担感、持続

 
1 海洋基本法 (e-Gov) https://laws.e-gov.go.jp/law/419AC1000000033/  
2 海洋基本計画第 1～4 期 https://www8.cao.go.jp/ocean/policies/plan/plan.html  
3 海洋教育パイオニアスクールプログラム https://www.spf.org/pioneerschool/  
4 海洋教育パイオニアスクールプログラムレポート 2025 VISION＆ACTION https://www.spf.org/pioneerschool/global-data/P
SPreport2025.pdf  
5 小熊 幸子(2021) 我が国の小学校における海洋教育現場の課題―実践報告のテキストマイニングによる分析結果―. 海の研究, 30(4), 
57-83, 2021, doi:10.5928/kaiyou.30.4_57 
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可能な校内体制、地域人材や企業等との連携の促進が議論されている 6。そして、探究のフィールドが外部に広がる
中で、社会の理解を促進する観点から、外部に協力を求める場合の基本的な留意事項等を示す等、多様な実践
を支える条件整備に触れられている。 

海洋は、専門家と共に各分野を突き詰めることも、教科横断的に多様な学習内容を結び付けることも可能である
という点において、探究の対象として適している。地域の海を観察し、水温や塩分の測定結果から環境変化を分析し、
生き物を調べ、漁業者から話を聞き、地域の産業や歴史を調査し、海と共にある地域の将来について考えることがで
きる。一方で、海洋を探究の対象とするには、学校側だけでは対応しにくい専門性が伴う。ここで、海洋教育と次期
学習指導要領の探究を接続するためには、海洋教育を新しい学習内容として追加するのではなく、探究的な学びを
支える外部資源として位置付けることが重要である。 
 

3． 海洋教育を学校だけに委ねることの困難さ 

海洋が探究的な学びに適しているといえども、学校に海洋教育を定着させる際の問題は、冒頭でも触れたように、
教員の意欲不足に限ったことではない。さらに学校には、既に多くの教育課題が存在する。新たな学習テーマを導入
する際は、教材研究、授業計画、外部講師との調整、フィールドワークの準備、安全管理、児童生徒の評価、成果
の整理などが必要になる。 

海洋教育の場合、この負担はさらに大きくなりやすい。たとえば「地域の海を調べる」という一つの学習を実施するだ
けでも、海洋科学の知識、地域の漁業や文化に関する情報、観測方法、海域の選定、船舶・カヌー等乗り物の安
全対策など、様々は方面での連携が必要となる（図 1）。学校に「これから新たに海洋教育をやってください」と求め
るだけでは、継続以前に、始まりが困難である。 

 

 
図 1：海洋教育における学校と地域周辺機関との連携 

 
6 教育課程部会 生活、総合的な学習・探究の時間ワーキンググループ取りまとめ（案） https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi
/chukyo/chukyo3/115/mext_00001.html  

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/115/mext_00001.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/115/mext_00001.html
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文部科学省では、学校教育を学校内に閉じず、地域の人的資源を活用する「社会に開かれた教育課程」を掲
げ、外部人材の活用を政策的に推進している 7。次期学習指導要領に向けて、総合的な探究の時間の学習・指
導・評価の改善充実への対策の一つとして、質の高い探究の実現に向けた「社会との連携」の推進が挙げられてい
る。しかし、現場からは、学校で外部機関と連携・協働の調整を行うことに課題を感じているとの指摘がある。海洋教
育に必要な、多様な専門性を伴った体制構築のため、外部人材を含めたコーディネート機能の充実が求められる。 

 
4． 民間の専門団体等のネットワーク化 

学校外の支援者として、異なる専門性を持つ民間団体、NPO が全国各地に存在する。各団体では、学校の教
育計画や授業づくり、教材開発、海洋科学の学習支援、漁業や水産業を教育資源化する取り組みなど、様々な
機能を担っている。PSP 採択校も、地域の身近な自然をより詳しく教えられる外部講師として、多くの団体からご協
力頂いてきた。 

海の体験活動にとって、カヌーや SUP、ライフジャケット等の設備だけでなく、様々な分野に精通し、活動を先導す
る各団体の専門家も、充実かつ安全な教育活動に不可欠な基盤、「教育インフラ」といえる。問題は、それら団体が
全国の学校から利用可能な「教育インフラ」として整備されていない、ばらけたままの「部品」状態にあることである。こ
れまで現場では、熱意のある教員から、地域の専門家や団体に個別につながることで生じる偶発的な連携に依存し
てきた。その状況では、起点にいる担当教員が異動等によって変われば、活動全体が止まる可能性がある。必要な
のは、この「個人的なつながり」を「組織的なつながり」へ転換することである。ここで気を付けたいのは、つながりによって
散在する組織をひと塊にして、新たに全国で一つの巨大な NPO を設立することではない。むしろ、既存の専門団体
を緩やかにネットワーク化し、それぞれの専門性を学校が利用できる仕組みを構築することを想定している。 

専門団体等の間で共有する取組事例や教材といった教育資源は、全国共通で活用できる内容と、地域の特色
として自然環境・産業・文化に合わせた内容を合わせた二層構造になると思われる（図 2）。探究の進め方、教材
の基本仕様、教員研修、評価方法など、どこでも使える考え方やノウハウを下地に、地域の様々な特性・機関を組
み合わせて、地域固有の学びを作り上げる。この学校のニーズに合わせた組み合わせ、コーディネートの過程こそ、各
団体の専門性が必要となる。 

 
図 2：専門団体等による学校への取組み支援 

 
7 社会に開かれた教育課程 https://www.mext.go.jp/content/1421692_4.pdf ; https://www.mext.go.jp/a_menu/sho
tou/new-cs/__icsFiles/afieldfile/2020/01/28/20200128_mxt_kouhou02_03.pdf  

https://www.mext.go.jp/content/1421692_4.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/__icsFiles/afieldfile/2020/01/28/20200128_mxt_kouhou02_03.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/__icsFiles/afieldfile/2020/01/28/20200128_mxt_kouhou02_03.pdf
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このような専門性を持つ団体のネットワーク化により学校との協働を促進する目的として、以下に 5 つ挙げられる。 

(1) 継続性 
個人の研究者や地域の専門家に依存した場合、その人物の異動等によって連携が途切れる可能性がある。し

かし組織であれば、担当者が変わっても学校との関係を継続できる。 

(2) 窓口の一本化 
学校が海洋教育を実施するたびに、研究者、漁業者、企業、水族館、自治体などを個別に探す必要がなくな

る。学校は支援団体に相談し、団体が必要な専門家をコーディネートすればよい。 

(3) 専門知の教育への翻訳 
学校が必要としているのは、単なる「海の専門家」ではない。必要なのは、海洋科学を学習指導要領に沿った

授業や探究活動に翻訳できる専門家である。 

(4) 教材と実践知の蓄積 
一つの学校で作られた教材、指導案、動画、ワークシート、評価方法を、他校でも利用できるよう蓄積するシス

テムは、海洋教育を数百校から数千校へ拡大するために不可欠である。 

(5) 情報管理の負担の軽減 
様々な体験活動に不可欠な各種保険を、学校と個人が直接契約するのではなく、組織が学校との窓口となれ

ば、学校側の負担を軽減でき、外部連携を制度的に扱いやすくなる。 
 
こうした専門団体や教育資源のネットワークが、学校にとって継続的に利用できる専門的な窓口となる条件として、

例えば以下の三点が可能であることが望ましい。 

①学校活動に寄り添った支援 
講師を派遣するだけでなく、授業設計、事前・事後学習、教材準備、フィールドワーク、専門家調整、安全管

理、成果整理まで、カリキュラムマネジメントの全体を支援する 

②教員の専門性の補完 
教員に海洋学を一から学んでもらう必要がないように、海洋科学や水産、環境、地域文化などの専門知を教

育内容に翻訳して提供する 

③評価の支援 
「海に行った」「生き物を観察した」「発表した」だけでは、探究学習としての成果を十分に把握できない。海洋の

科学的知識の理解度だけでなく、海と人との関係を理解し、科学的に考え、意思決定し、責任ある行動につなげ
る能力をどのように評価するかが課題となる。 

 これらが満たされれば十分という意味ではないが、学校現場だけで海洋教育を始めようとすると、これら条件に挙げ
た要件を全て担当教員が行うことになり、相当の知見や経験が求められることは想像に難くない。 
 
5． 「教育内容」から評価可能な「資質・能力」へ 

学校現場を専門団体のネットワークで支えて海洋教育を行ったとして、そこで得た知識や体験は何に繋がるのか。 



                
 

5 
 

「海の論考」

前節で、③評価の支援が可能であることを、専門団体のネットワークが満たす条件の例として挙げた。これは、海の
科学的な学習内容を、海と人との関係を理解する能力、すなわち「海洋リテラシー」として身に付けるよう導くことを意
味する。 

海洋リテラシー (Ocean Literacy) は、米国の科学教育において、海洋関連の内容が不足している状況を是正
するため、2005 年に策定された 8。「海洋が人間に与える影響、そして人間が海洋に与える影響を理解すること」と
定義され、そのために知るべきことが 7 つの重要原理、44（のちに 45）の基本概念としてまとめられた。その後、欧
米・アジア諸国、IOC-UNESCO による普及活動を経て、2021 年からの国連海洋科学の 10 年では、国際的に公
的教育や政策への位置付けが進められている 9。 

日本においても、海洋教育を次期学習指導要領と接続する際に、海洋リテラシーは重要な役割を持つと考えられ
る。海や地球全体の環境と人間社会がどのようにつながっているかを理解することは、海の知識をもとに、海に関わる
意思決定や責任ある行動につなげる力として捉えられる。日本の探究学習に当てはめると、「地域の海を知る」→「自
分の考えを形成する」→「行動・提案につなげる」→「問いが生じる」→より「地域の海を知る」…という学習過程を構
築できる（図 3）。これは、海洋教育で習得した「海に関する知識」を、海洋リテラシーとしての「海を通して社会に関
わる学び」へ転換するプロセスと言える。また、海の様々な課題に対して「自分の考えを形成する」中で、児童生徒同
士の学び合い、あるいは地域の人々や専門家から様々な視点を得ることは、「目の前の事象から解決すべき課題を
見いだし，主体的に考え，多様な立場の者が協働的に議論し，納得解を生み出す」10資質・能力にも繋がる。 

小学校・中学校において、海洋は教科・単元ではないが、独立した大陸の間を繋ぐ海のように、個々の教科をつな
ぐマトリクスとしての価値を持ち得る。そして、上記のような協働的な学び、資質・能力への親和性の高さは、数あるテ
ーマから「海洋」を選ぶ動機になると考えられる。 
 

 
図 3：海洋教育・海洋リテラシー・探究・行動の循環モデル 

 

 
8 Cava et al. (2005) Science Content and Standards for Ocean Literacy: A Report on Ocean Literacy. https://ww
w.coexploration.org/oceanliteracy/documents/OLit2004-05_Final_Report.pdf  
9 UNESCO Ocean Literacy https://oceanliteracy.unesco.org/  
10 中央教育審議会（2021）「令和の日本型学校教育」の構築を目指して ～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，
 協働的な学びの実現～（答申）https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985_000
02.htm  

https://www.coexploration.org/oceanliteracy/documents/OLit2004-05_Final_Report.pdf
https://www.coexploration.org/oceanliteracy/documents/OLit2004-05_Final_Report.pdf
https://oceanliteracy.unesco.org/
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985_00002.htm
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985_00002.htm
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6． 海洋教育の普及を支える基盤 

具体的に専門団体等がネットワークを形成したとして、全国には小学校 18,383 校、中学校 9,761 校、高等学
校 4,751 校、義務教育学校 296 校、合計約 33,191 校 (2026 年度統計 11) という規模に達する。それに比
して、海洋教育を専門とする NPO 等団体と継続的に協働している学校は、PSP で確認できる範囲ではあるが、その
ごく一部にとどまる。少子化により学校統廃合が進んでもなお 3 万校を超す現状において、PSP のような学校単独あ
るいは個別事業による支援だけでは、全国的な定着には限界がある。 

次なる課題は、海洋教育のモデルの実践校をただ新たに増やすことではない。モデルを支える専門機関を育て、モ
デルを学校間・地域間に移転できる仕組みを作ることが必要である。先述の海洋リテラシーの普及、探究の進め方、
教材の基本仕様、教員研修、評価方法など探究学習の質を支える基盤を整える一方で、具体的な学習内容は地
域に委ねる。この構造により、全国一律の海洋教育を押し付けるのではなく、地域ごとの自然・産業・文化を尊重し
ながら、共通の学習品質を担保することが可能になると考えられる。 

こうした支援基盤の整備は、企業や行政にとっても意味を持つ。企業にとっては、海洋教育への支援を単なるCSR
ではなく、次世代人材育成、海洋人材の育成、STEAM教育、地域社会との関係構築、海洋環境・生物多様性、
海洋産業への理解促進として位置付けることができる。特に水産、海運、造船、海洋技術、エネルギー等の企業は、
学校にはない高い専門性を持つ。その専門性を、専門団体等を介して教育資源化することで、企業の社会貢献と
学校の教育課題を接続できる。 

行政にとっても、全国一律の教材を作って配布するのではなく、地域の既存団体の実践事例を活用することで、地
域性を維持しながら展開できる。例えば、既存の枠組みとして、文部科学省が推進する自治体補助事業「学校を核
とした地域力強化プラン」（令和 8 年度 7,052 百万円）12がある。地域と学校がパートナーとなり、地域全体で子
供たちの成長を支え、地域を創生する活動を支える。本提案は、これらの公的資金をはじめ、企業等地域全体のサ
ポートを得ながら、学校支援を担う専門団体等のネットワーク機能を強化することを想定している。 
 
7． 提案 ― 地域の専門団体等と教育資源を教育インフラに位置付ける 

以上を踏まえ、本稿では次期学習指導要領を視野に入れた海洋教育の支援体制について、下記の通り提案す
る。 

(1) 海洋教育を担う地域の専門団体等や教育資源（取組事例・教材）を、社会的な教育インフラとして明確
に位置付ける。海洋教育を学校に追加的に課すのではなく、探究学習を支援する外部組織として位置付ける。 

(2) 地域機関と教育資源をネットワーク化する。全国一つの巨大組織を作るのではなく、既存の専門団体等を核
として、大学、水族館、漁業者、企業等を地域ごとに結び付ける。 

(3) 国が基盤整備を支援する。具体的には、教材、指導案、教員研修、外部人材のデータベース、安全管理指
針、探究支援、海洋リテラシー評価、学習成果のポートフォリオを整備する。 

 
11 学校基本調査 / (参考資料) 年次統計 2026 年 9 月 2 日公開 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&lay
out=datalist&toukei=00400001&tstat=000001011528&cycle=0&tclass1=000001021812&stat_infid=000031852
301&tclass2val=0  
12 学校を核とした地域力強化プラン https://manabi-mirai.mext.go.jp/upload/R8yosan_chiikiryokukyouka_plan.pdf  

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400001&tstat=000001011528&cycle=0&tclass1=000001021812&stat_infid=000031852301&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400001&tstat=000001011528&cycle=0&tclass1=000001021812&stat_infid=000031852301&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00400001&tstat=000001011528&cycle=0&tclass1=000001021812&stat_infid=000031852301&tclass2val=0
https://manabi-mirai.mext.go.jp/upload/R8yosan_chiikiryokukyouka_plan.pdf
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(4) 団体への助成を「イベント」ではなく「学校支援機能」に対して行う。単年度の体験活動への助成だけではなく、
学校との継続的連携、教材開発、教員研修、探究支援、評価方法の開発、地域コーディネート、人材育成といっ
た、学校活動への支援を対象とする。 

(5) これまでの学校への直接支援から、学校を継続的に支援できる地域の専門団体等を育てる仕組みへ政策の
重心を一部移し、その上で数年間の実証を行い、学校側の準備時間、教員の負担感、外部専門性の活用状況、
探究学習の質、海洋リテラシーの変化、翌年度以降の継続率などを評価する。 
 

 
図 4：海洋教育の支援体制の従来と提案 

 
8． 海洋教育を「学校が行うもの」から「社会が支えるもの」へ 

海洋教育の普及を考えるとき、これまでの議論では「学校に海洋教育を導入するにはどうすればよいか」という問い
が中心であった。しかし、約 10 年間にわたる PSP の蓄積を踏まえるなら、次に問うべきなのは「学校が海洋教育を継
続できる条件は何か」である。 

その答えの一つが、学校外部に存在する専門性を、継続的に学校が利用できる仕組みにすることである。海洋教
育は、学校だけで完結する教育ではない。海そのものが地域社会、産業、文化、科学、環境、国際社会とつながっ
ているからである。したがって、その学びを支える主体も学校だけである必要はない。 

次期学習指導要領のうち総合的な探究の時間の議論において、「社会との連携」による質の高い探究の推進の
実現可能性の確保が触れられており 13、海洋教育はその先行モデルとなり得る。必要なのは、新たな海洋教育専門

 
13脚注 6 と同じ。 https://www.mext.go.jp/content/20260804-mxt_kyoiku01-000051411_2-1.pdf  

https://www.mext.go.jp/content/20260804-mxt_kyoiku01-000051411_2-1.pdf
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NPO を一つ作ることではない。すでに全国各地で活動している民間の専門団体・産業・研究機関等や教育リソース
をつなぎ、それぞれの専門性を学校が利用できる社会的な教育インフラへと発展させることである。 

学校は教育目標と児童生徒の学びを中心に担う。地域団体は地域の海と文化を担う。研究者は専門知を担う。
企業は技術と産業の知識を担う。専門団体等は、それらを教育へ翻訳し、学校との間をつなぐ。この分業と、組織間
の連携が成立すれば、海洋教育は「熱意のある一部の学校・教員の特色ある取組み」からの脱却が可能と考えられ
る。そして、海洋教育を新しい負担として学校に加えるのではなく、探究的な学びを豊かにする教育インフラとして位置
付けることができる。これは、全国約 3 万校を超える学校が、地域社会の専門性を活用しながら探究的な学びを実
現していくための、「社会に開かれた教育課程」の具体的な実装モデルとなり得る。 

次期学習指導要領改訂を契機として、これからの海洋教育に向けて、資質・能力としての海洋リテラシーの導入と
共に、学校が海洋教育を継続できる社会的基盤の整備を進める必要がある。その中心に、民間の専門団体・産
業・研究機関等のネットワークを位置付けることを提案したい。 
 

（了） 
 

 


